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自立高齢者における食品摂取多様性向上プログラム「しっかり食べ

チェックシート12」と，高次生活機能との関連
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目的 高齢者において食品摂取の多様性を促進することがたんぱく質栄養の改善に有効なことは確

認されている。一方，高次生活機能との関連については複数報告があるが，食品摂取の多様性

を向上させる介入施策が高次生活機能の変化に及ぼす影響を長期に渡って検討した例は未だな

い。本研究の目的は地域在宅高齢者を対象とした食品摂取の多様性を改善するプログラムの継

続が高次生活機能の変化に及ぼす影響を評価することにある。

方法 対象は東京都北区在住の自立高齢者，男性44人女性112人，計156人である。12食品群の摂取

の有無をチェックするシート「しっかり食べチェックシート12」（以下，チェックシート）を

用いた食品摂取の多様性を促進する介入活動は，2013年から2015年の 2 年間行い，その 1 年後

である2016年に継続実施の有無を追跡調査した。高次生活機能の自立度の変化は老研式活動能

力指標にて測定した。食品摂取の多様性は食品摂取多様性得点で評価した。チェックシートの

継続有無による老研式活動能力指標と食品摂取多様性得点の変化とその差は，反復測定による

一般線形モデルで解析した。食品摂取の多様性を改善するプログラム継続の影響における独立

性の検証は，3 年後の老研式活動能力指標総合得点が10点以下か否かを目的変数とした，多重

ロジスティック回帰分析によった。

結果 活動開始時の対象者の平均年齢は71.76±5.78歳，老研式活動能力指標総合得点は12.48±

0.82点，食品摂取多様性得点は4.10±2.36点であった。2016年にチェックシート継続実施が確

認できた者は67人（継続群），中断した者は78人（中断群）であった。食品摂取の多様性得点

は両群で有意な増加が認められた。一般線形モデルでの解析の結果，継続群では老研式活動能

力指標総合得点の有意な低下はみられなかったのに対し中断群では有意に低下し，両群間の変

化が異なる傾向が認められた（P＝0.087）。さらに，多重ロジスティック回帰の結果，チェッ

クシートの継続は，老研式活動能力指標総合得点が10点以下になることに対して，抑制的に影

響する傾向が確認された。（P＝0.064，95CI＝0.041.09）。
結論 高齢者を対象とした栄養改善のためのチェックシートの継続実施は食品摂取の多様性の改善

することに加え高次生活機能の自立度の低下を予防する効果もあるのかもしれない。
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シート12
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 緒 言

高齢期においては，身体的，精神的，社会的な要

因により老化が進むが，とくに食事の質や量がその

後の生存率に影響を及ぼすことが多数報告されてい

る1～5)。また地域自立高齢者を対象とした縦断研究

では，血清アルブミン等の低い群は高い群に比べ，

余命が短いことが報告されている6)。これより，高

齢期において適切な食事が摂取できず低栄養が続け

ば，余命にまで影響を及ぼすことが考えられる。言

い換えると，高齢期における栄養状態の改善を行う

ことが，健康で自立的な生活を保ち介護を予防する

施策として大きな手立てとなると言える。
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先行研究により，食品摂取の多様性が栄養状態と

関連し，老化による反映変数の変化を予測すること

が分かってきた。食品摂取の多様性は血中アルブミ

ンと関連することが報告されている7)。さらに，地

域自立高齢者を対象とした研究において，食品摂取

の多様性が高い人は低い人に比べて，5 年後の高次

生活機能の自立性が高く維持されていることが報告

されている8)。これらより，食品摂取の多様性を改

善できる介護予防施策が開発されれば，高次生活機

能の低下をより積極的に予防できる可能性が考えら

れる。

食品摂取の多様性を改善できる介護予防施策の一

つとして，ILSI Japan が開発した Take10! がこれ

までに実践されている。Take10! は「1 日10の食

品群を食べる」ことに加えて「1 日10分間の運動を

23 回実施する」ことを促す総合プログラムである。

Take10! の食習慣改善への有効性については多く

報告されている。地域自立高齢者を対象とした研究

において，Take10! により，肉，魚，卵の摂取頻

度の改善が報告されている9)。さらに約10週間の短

期間の観察ではあるが，Take10! により，食品摂

取の多様性や高次生活機能が改善することが報告さ

れている10)。しかし，老化が進行するほど長期間に

わたる高次生活機能の変化に対して，食品摂取の多

様性を高める施策がどのような影響を及ぼすかにつ

いては不明であった。

そこで本研究では，食品摂取の多様性を向上させ

るツールとして，Take10! を参考とし10食品にさ

らに 2 食品を加えた「しっかり食べチェックシート

12（以下チェックシート）」を考案し，地域自立高

齢者の高次生活機能の変化に対する影響を及ぼすこ

とを目的とした。Take10! で推奨する10食品と

は，肉類，魚介類，卵，牛乳・乳製品，油脂類，大

豆・大豆製品，緑黄色野菜，海藻類，芋類，果物で

ある。一方，高齢期で歯の状態が悪くなると，野菜

や食物繊維，ビタミン C などの摂取量が不足しが

ちになることが報告されている11～13)。そこで現状

の10品目をさらに補完し高齢者に合ったものとする

目的で，ビタミン C や食物繊維を多く含む「淡色

野菜」14,15)，食物繊維を多く含む「きのこ類，こん

にゃく」16,17)を追加した。

本研究は，東京都北区在住の自立高齢者を対象と

した介入調査研究 HANI study（Health and Nutri-
tion Improvement study）において実施した。2013
年から2015年の 2 年間，しっかり食べチェックシー

ト12を含む食品摂取の多様性を促進する食育施策を

実施し，その 1 年後である2016年に継続実施の有無

を追跡調査した。これまでに，介入期間中に食品摂

取の多様性等が向上したことを確認してきた18)

（appendix1）。一方で，高次生活機能に及ぼす影響

については，不明であった。本研究においては，

しっかり食べチェックシート12について，介入終了

後 1 年間での継続を確認し，高次生活機能との関連

を調べた。

 研 究 方 法

. 対象者

本研究における対象者は，HANI study 参加者の

内，初年度（2013年）と追跡 1 年目（2016年）のデー

タが得られた156人（男性44人，女性112人）とした。

HANI study の参加状況を図 1 に示す。リクルート

は北区主催の介護予防施策の一つである「ふれあい

食事会」参加者，商店街関係者，老人会参加者およ

びその家族332人を対象に依頼を実施した。

. 方法

1) しっかり食べチェックシート

12食品群の摂取の有無をチェックするシート

「しっかり食べチェックシート12」を試案した。

チェックシートは，ILSI の「Take10!」を参考に，

カレンダー様の形態で，主要な12食品群（肉類，魚

介類，卵，牛乳・乳製品，油脂類，大豆・大豆製

品，緑黄色野菜，海藻類，いも類，果物，淡色野

菜，きのこ類・こんにゃく）について，一日の内で

食べたら丸をつけるというものである（図 2）。
「Take10!」の10食品群に加えて，高齢者で不足し

がちな食物繊維やビタミン C を含む淡色野菜とき

のこ類・こんにゃくを加えたことが特徴となってい

る。

しっかり食べチェックシートは毎月 1 回，1 年間

（2014年から2015年）実施した。参加者には 1 か月

のうち任意の10日間に記録をつけて提出してもらう

ようお願いした。介入期間中は，個別に双方向のコ

ミュニケーションを図れるよう工夫した。具体的に

は，チェックシートに参加者と栄養士の双方のコメ

ント欄を設けた。参加者は感想や質問などを記入で

きるようにし，栄養士はそのコメントや摂取状況に

応じてコメントを返すことを行った。

2) 評価方法

評価は，自記式質問票による調査により行った。

介入調査期間中は事前に質問票を郵送により送付

し，年 1 回の医学健診時に検票および回収を行っ

た。記入漏れがあった場合は調査員が質問し直接回

答を得た。追跡調査では，質問票を返信用封筒とと

もに送付し，返送してもらい回収を行った。

3) 評価項目

評価項目は，自記式質問票から得られた，高次生
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図 HANI study 参加状況
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活機能（老研式活動能力指標），および食品摂取の

多様性（10食品群の摂取頻度から算出した食品摂取

多様性得点）とした。

食品摂取多様性得点は，先行研究8)にならい，肉

類，魚介類，卵類，牛乳，大豆製品，緑黄色野菜

類，海草類，果物，芋類，および油脂類の10食品群

について，1 週間の摂取頻度で把握した。各食品群

について「ほぼ毎日食べる」を 1 点，「2 日に 1 回

食べる」，「週に 1, 2 回食べる」，「ほとんど食べな

い」を 0 点とし，その合計点を食品摂取の多様性得

点とした。得点分布は，0～10点である。食品摂取

の多様性として，12食品群ではなく10食品群で評価

した理由は，以下の通りである。今回の12食品群を

取り上げたチェックシートは試案提示である。その

ため食品摂取の多様性を促すツールとしての実行可

能性，有効性，副次作用の有無，および健康指標と

しての意義の検証は今後の課題である。そのため，

高齢者の健康指標との強い関連性と食品摂取の多様

性の向上ツールとしての有用性が明確に示されてい

る10食品群に基づく多様性得点で評価した。また，

先行研究との比較も可能となるため，10食品群で評

価した。

高次生活機能の自立度は，老研式活動能力指標19)

により測定した。この指標は，「手段的自立（5 項

目）」，「知的能動性（4 項目）」，および「社会的役

割（4 項目）」の 3 つの下位尺度からなる13項目で

構成されており，地域で独立した生活を営むために

求められる能力水準が測定できる。老研式活動能力

指標の満点は，「総合得点」が13点，下位尺度の

「手段的自立」，「知的能動性」，「社会的役割」がそ

れぞれ 5 点，4 点，4 点となる。

チェックシート継続有無は，自己申告に基づき判

定した。すなわち，追跡 1 年目の質問票の項目「こ

の 1 年間にしっかり食べチェックシート12を記入し

ましたか」で，「はい」と答えたものを「チェック

シート継続群」，「いいえ」と答えたものを「チェッ
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図 しっかり食べチェックシート12
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クシート中断群」とした。なお，追跡期間中の

チェックシートの実施については，栄養士によるコ

メント付与や実施の管理は行わず，自発的に実施し

てもらうのみとした。

4) 統計解析

解析は SPSS（ver22，日本 IBM 社）を使用し，

有意水準は両側 P＜0.05とし，ただし傾向を確認す

るため P＜0.1についても確認した。欠損値は解析

ごとに除外した。チェックシート継続群と中断群に

おいて，2 時点（2013年と2016年）の食品摂取多様

性得点，老研式活動能力指標の総合得点および下位

尺度について，対応のある t 検定により検定した。

次に，目的変数を食品摂取多様性得点，老研式活動

能力指標の総合得点および下位尺度とし，被験者間

因子をチェックシート実施の有無とした，一般線形

モデルにて，解析を行った。最後に，老研式活動能

力指標の大きな低下に対するチェックシート実施の

影響を検討するため，追跡 1 年目の老研式活動能力

指標総合得点が10点以下（10点以下を 1 とする）を

目的変数として，チェックシート実施，性，年齢，

および老研式活動能力指標総合得点の2013年度値を

説明変数としたロジスティック回帰モデルにて解析

を行った。老研式活動能力指標総合得点は，明確な

カットオフ値が定められていないが，藤原らは，地

域高齢者の得点分布と要介護・要支援者の分布か

ら，得点として10点を上回る高齢者は，地域高齢者

のほぼ75を占め，概ね自立して生活していると指

摘している20)。金らも，高次生活機能の低下として

10点以下を基準に解析した結果，握力や歩行速度な

どの体力の低下とも関連することを報告してい

る21)。以上の先行研究を参考とし，本研究において

は10点以下を基準として解析を行った。また2013年
度値を目的変数に追加した理由は以下である。高次

生活機能は加齢に伴い，確実に低下することが，先

行縦断研究によって示されており，初期の得点が高

い高齢者ほど追跡期間中に低下する可能性が高くな

る。高次生活機能の初期値がいずれの水準であって

も認められる関係か否かを見極めるために，初期値

を説明変数に追加した。

5) 倫理的配慮

本研究はヘルシンキ宣言に則り，人間総合科学大

学および味の素株の倫理審査委員会の承認を得て実

施した（承認日は順に2013年 9 月22日，2013年 9 月

9 日）。対象者には，調査の目的および方法，デー

タは匿名化されプライバシーおよび個人情報保護が

配慮されること，調査への参加は自由であり，いつ
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でも撤回できること，それによって不利益は一切生

じないことなどを説明の上，書面で同意を得て実施

した。

 研 究 結 果

. 解析対象者の属性

表 1 に解析対象者の特徴を示す。対象者の平均年

齢は71.76±5.78歳であった。活動開始時（2013年）

の老研式活動能力指標総合得点の平均は12.48±
0.82点であった。食品摂取多様性得点の平均は4.10
±2.36点であった。75歳未満と75歳以上では，多様

性得点の平均は順に4.08±2.25点，4.16±2.61点で

あり，老研式活動能力指標総合得点の平均は順に

12.48±0.82点，12.48±0.82点であり，有意差は認

められなかった。男性と女性では，多様性得点の平

均は順に3.79±2.43点，4.22±2.33点であり，老研

式活動能力指標総合得点の平均は順に12.38±0.91
点，12.52±0.78点であり，有意差は認められな

かった。

. チェックシート継続群および中断群におけ

る，食品摂取多様性得点，老研式活動能力指標

の総合得点および下位尺度の推移

表 2 にチェックシート継続群および中断群におけ

る，食品摂取多様性得点，老研式活動能力指標の総

合得点および下位尺度得点の推移を示す。チェック

シート中断群では，食の多様性得点は2013年に比べ

2016年で有意に上昇した（P＝0.023）。老研式活動

能力指標総合得点，およびその下位尺度である社会

的役割得点は2013年度に比べ，2016年度で有意に低

下した（P＜0.001, P＜0.001）。一方，チェックシー

ト継続群では，食の多様性得点は2013年度に比べ

2016年度で有意に上昇し（P＝0.008），老研式活動

能力指標総合得点および社会的役割得点の有意な低

下はみられなかった。さらに，一般線形モデルでの

解析の結果，チェックシート継続有無により，老研

式活動能力指標総合得点の変化が異なる傾向が確認

された（P＝0.087）。
. 老研式活動能力指標の低下に対する，チェッ

クシート継続有無の影響

表 3 に，ロジスティック回帰分析の結果を示す。

チェックシートの中断を基準としたとき，チェック

シートの継続は，老研式活動能力指標総合得点の低

下に対して，負の影響を示す傾向が確認された

（ オ ッ ズ 比 0.215 ， 信 頼 区 間 0.042 1.091, P ＝

0.064）。下位尺度のうち，社会的役割の低下に対し

て，負の影響を示す傾向が確認された（オッズ比

0.488，信頼区間0.2151.110, P＝0.087）。

 考 察

本研究では，食品摂取の多様性をあげるプログラ

ムである「しっかり食べチェックシート12」につい

て，高次生活機能との関連を検討した。対象者の

ベースラインの多様性得点の平均値は4.1点であ

り，地域在住高齢者を対象とした先行研究10)と（一

次予防事業対象者339人のベースライン値4.1点）同

程度であった。一方，老研式活動能力指標総合得点

の平均は12.5点であった。奥宮らは，3 都市の地域

在住自立高齢者の生活機能を調べており，いずれの

地域においても総合得点で10.8～10.9点であること

を報告しており22)，それに対し今回の集団は，活動

能力の水準が比較的高い集団であった可能性が考え

られる。多様性得点および老研式活動能力指標にお

いて，性別および年齢による差については，これま

でに認められたケースと認められなかったケースと

双方報告があるが8,23～25)，今回の集団においては有

意な群間差は認められなかった。今回の集団は高齢

層のみで構成されており，また男女共に調査に主体

的に参加する意識の高い方が多かったことが理由の

一つとして推察される。

介入終了 1 年後において，チェックシートを継続

実施したか否かで，老研式活動能力指標と食品摂取

多様性の推移が異なるか確認した。老研式活動能力

指標は，介入前に比べ介入後において，継続群では

変化がなく，中断群では，有意な低下が認められ

た。一般線形モデルでの解析の結果，有意ではな

かったものの，2 群で老研式活動能力指標の変化が

異なる傾向が確認された。さらにロジスティック回

帰分析により，有意ではなかったものの，チェック

シートの継続は，老研式活動能力指標総合得点が10
点以下になることに対して，抑制的に影響する傾向

が確認された。以上より，「しっかり食べチェック

シート12」の継続実施は，老年期の自立度変化に影

響を及ぼす可能性が示唆された。一般線形モデルお

よびロジスティック回帰分析の結果は有意ではな

かったことから，今後詳細な検討を続ける必要があ

るが，老年期の自立度維持を支援するプログラムの

一つとして活用可能である可能性が考えられた。先

行する介入事例として，食品摂取の多様性を高める

内容を含む Take10! により，高次生活機能が改善

することが報告されている10)が，観察期間が10週間

と比較的短期間であった。今回，老化現象を観察す

るのに必要と考えられる比較的長期の 3 年間の観察

においても，チェックシート継続による高次生活機

能の維持の可能性が示されたことは意義深いと考え

る。
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表 老研式活動能力指標低下を目的変数，チェッ

クシート実施有無を説明変数に入れたロジス

ティック回帰分析

チェック
シート

オッズ比 95信頼区間 P 値

老研式活動
能力指標総
合得点低値a

中断 1
継続 0.215 0.0421.091 0.064

手段的自立
得点低値b

中断 1
継続 0.270 0.0213.504 0.316

知的能動性
得点低値b

中断 1
継続 0.477 0.1531.483 0.201

社会的役割
得点低値b

中断 1
継続 0.488 0.2151.110 0.087

a) 追跡調査（2016年時）の得点11点以上＝0，10点以

下を 1 とする。
b) 追跡調査（2016年時）の得点満点＝0，満点未満を 1

とする。

性別，年齢，各初期値にて調整
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また，自立度低下抑制の内訳をみると，老研式活

動能力指標の中でも，社会的役割の低下が抑制され

る傾向であった。加齢に伴い低下しやすい尺度とし

て社会的役割が挙げられており26)，在宅自立高齢者

を対象とした 6 か月の機能訓練で，社会的役割の改

善が最も大きかったことが報告されている27)。その

理由として，「機能訓練」という社会参加の場を得，

新たな対人関係が築かれたことが大きかったのでは

ないかと考察がなされている。本検討においては，

追跡期間中はとくにチェックシートを用いた場（食

事会や勉強会）の設定は行わなかったが，チェック

シートをつけることで客観的に自分の食生活を観察

したり，社会との接点を想起したり，あるいは共通

の話題として交流のきっかけになったりした可能性

なども推察される。もっとも，参加者の詳細な生活

や意識の変化まで調査できていないので，この点は

今後の課題としたい。

食品摂取の多様性については，本研究においては

中断群と継続群ともに有意な改善が認められた。

チェックシートを中断しても多様性得点の改善の効

果はある程度維持されるのかもしれないが，継続の

有無と多様性得点との明確な関係性は，今後も検証

が必要と考えられる。また食品摂取の多様性が高次

生活機能に影響を及ぼす詳細な機序についてもまだ

不明な点も多い。先行研究においては，食品摂取の

多様性向上は様々な栄養素，とくに摂取しにくいビ

タミンやミネラル28)，食物繊維29)などの充足に繋が

ることが示唆されている。HANI study において

も，介入前後でビタミンやミネラル，食物繊維等の

摂取量の有意な増加を確認している（Appendix1）。
ただし，これらの栄養素摂取量の増加が，しっかり

食べチェックシート12で 2 品追加したことに起因す

るものかは明確ではなく，今後の検証課題とした

い。また，栄養素に関しては定量化の精度に課題が

ある可能性も否定できない。エネルギー摂取量の平

均値が2013年度で2,075.9 kcal であり，平成28年度

の国民健康・栄養調査報告の70代以上の値（男女計

1,808 kcal，男性1,997 kcal，女性1,663 kcal)30)と比

較して高値となっており，HANI study において

は，食事摂取頻度調査の実施およびそれをベースと

した栄養素摂取推定の際に加算誤差が生じた可能性

も考えられる。地域に在住する高齢者を対象として

正確に食事調査を行い，その精度を担保することは

難しい場合が多い。故に，多様性得点という指標を

用いて簡便に高齢者の食事の概要を把握すること

は，広く栄養改善活動を行っていく上で，実践的で

有用な手段の一つと考えられる。

最後に本研究の限界について述べる。3 つの点に

注意が必要である。1 点目は，研究デザイン上の課

題，とくに因果の逆転の可能性である。すなわち，

高次生活機能を維持できた結果，チェックシートを

継続できた可能性についても否定できない。また

は，他の要因の影響も否定できない。すなわち，

チェックシートを継続できる集団の特徴として，食

や健康に対する意識が高く，これらの要因により高

次生活機能が高く保たれている可能性も考えられる。

2 点目は，前述の通り，本研究は高次生活機能の

水準が高い集団を対象としていることである。調査

介入研究の限界でもあるが，調査へ参加される意欲

の高い高齢者が比較的多い可能性がある。すなわ

ち，地域代表性のある自立高齢者の集団ではないた

め，再現性，交差妥当性を今後検証していかなけれ

ばならない。

3 点目は，追跡 1 年目の評価が，自記式質問票に

よる主観的項目のみである点である。今後，食生活

や老化の客観的反映変数となる血清アルブミンや，

体組成，体力指標などの測定により，より精緻に関

連性の検討を重ねていく必要がある。

上記の点に留意することは必要だが，本研究に

よって，しっかり食べチェックシート12は，地域に

自立して暮らす高齢者において高次生活機能の低下

を抑制するプログラムの一つとして有用である可能

性が示唆された。さらなる介護予防活動における栄

養改善施策の開発に寄与貢献していきたい。

本研究を行うに当たり，東京都北区在住の高齢者の皆

様，北区 健康福祉部 健康推進課 健康づくり推進係の皆
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Appendix 1 食育施策介入前後の多様性得点および栄養素摂取量

項 目 単位 人数
初回（2013年度)

ave±sd

中間（2014年度)

ave±sd

最終（2015年度)

ave±sd
P 値

2013 vs 2015b

食品摂取多様性得点 点 163 4.0±2.3 4.4±2.4 4.9±2.5 ＜0.001

栄養素摂取量a

エネルギー kcal/day 165 2,075.9±603.9 2,017.3±535.1 2,106.3±679.7 0.500
たんぱく質 g/day 165 91.0±33.4 90.8±32.0 99.2±39.6 0.002

脂質 g/day 165 66.4±24.4 65.7±22.3 70.2±27.1 0.049
炭水化物 g/day 165 261.7±78.7 248.8±70.6 254.3±83.3 0.182
食物繊維 g/day 165 17.0±6.7 16.9±6.2 18.3±6.8 0.007

ナトリウム mg/day 165 5,074.7±1,666.5 4,990.1±1,542.1 5,375.8±1,951.2 0.014
カリウム mg/day 165 3,600.5±1,328.3 3,566.6±1,260.4 3,883.2±1,400.7 0.003

カルシウム mg/day 165 794.2±317.3 773.4±302.5 833.1±313.0 0.074
マグネシウム mg/day 165 343.7±121.5 335.5±110.8 363.7±131.0 0.021

リン mg/day 165 1,422.8±523.8 1,396.5±494.0 1,527.0±595.2 0.009
鉄 mg/day 165 10.8±4.1 10.8±3.6 11.6±4.3 0.005

亜鉛 mg/day 165 10.1±3.4 10.0±3.2 10.7±3.8 0.023
銅 mg/day 165 1.5±0.5 1.4±0.4 1.5±0.5 0.072

マンガン mg/day 165 3.9±1.2 3.7±1.1 3.8±1.2 0.080
bカロテン当量 mg/day 165 5,632.1±3,242.0 5,714.0±3,080.3 6,111.5±2,854.5 0.038

ビタミン D mg/day 165 24.1±15.1 22.9±14.7 27.6±17.7 0.004
レチノール当量 mg/day 165 1,195.1±961.1 1,213.6±754.1 1,281.8±937.9 0.271
ビタミン K mg/day 165 460.1±223.2 466.9±215.7 506.1±218.4 0.005
ビタミン B1 mg/day 165 1.0±0.4 1.0±0.4 1.1±0.4 0.006
ビタミン B2 mg/day 165 1.8±0.7 1.8±0.6 1.9±0.7 0.007
ビタミン B6 mg/day 165 1.8±0.7 1.8±0.6 1.9±0.8 ＜0.001
ビタミン B12 mg/day 165 15.5±9.0 14.9±8.9 17.5±11.1 0.011

a トコフェロール mg/day 165 10.2±3.9 10.0±3.6 11.0±4.5 0.005
ナイアシン mgNE/day 165 22.8±9.1 22.7±8.7 25.3±11.0 ＜0.001

葉酸 mg/day 165 501.2±213.4 501.7±189.9 535.0±206.7 0.022
パントテン酸 mg/day 165 8.6±3.1 8.6±2.9 9.3±3.3 0.002
ビタミン C mg/day 165 179.6±85.0 184.9±76.4 202.0±80.6 ＜0.001

a) 食事頻度摂取調査 BDHQ-L より算出した栄養素摂取量
b) 対応のある t 検定
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様に，多大なご協力をいただきました。深く感謝いたし

ます。また COI について，本研究は味の素株式会社と人

間総合科学大学の共同研究で収集されたデータを用いて

おり，味の素株式会社から人間総合科学大学へ共同研究

費を提供しております。
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